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1. はじめに 

 20世紀米国の社会批評家ルイス・マンフォードの主著に『歴史のなかの都市（The City in 

History1）』（1961 年）がある。同書は、現代都市文明の生成・進化を人類史の起源まで遡

り検証したものであり、歴史のなかの主要な都市文明が宗教的・政治的・経済的権力の集

積体として発展しつつも、やがては自らの限度を超えて崩壊するにいたった過程を鮮やか

に描いている。 

彼の生きた 20世紀は、産業文明の世界的拡張とともに世界各地で都市化が進んだ時代で

ある。第二次世界大戦後には、人類全体の物質的繁栄の実現を目指す〈開発の時代〉が幕

開け、近代化を通じて消費社会へいたる道が人類普遍の歴史的目標として掲げられた。し

かし、この博覧強記の歴史家は、人間の生命的基盤を技術・経済システムにしたがわせな

がら膨張し続ける大都会文明に、人類の救済よりもむしろ、やがて訪れる文明崩壊の予兆

を看取していたのである。 

「都市の有機的限界を認め、その限界を設けること。機械本位の大都会の経済を人生の

幸福や目的を目指す体制にきりかえること2」。マンフォードのこの直感は、その後の数々の

学術的研究によって裏付けられるようになる。1970 年代は、人類が文明の岐路に立ったこ

とを実感させる重要な著作が林立した時代だった。ローマクラブの『成長の限界』は、産

業文明の外的爆発がもたらす生態学的危機を科学的に予測し、文明の安定的均衡にいたる

シナリオを提示した。Ｅ・Ｆ・シューマッハー、イヴァン・イリイチ、アンドレ・ゴルツ、

コルネリウス・カストリアディス、マレイ・ブクチンの一連の著作は、現代産業社会の諸

制度の他律的で人間疎外的な構造を分析し、人間の自律性を回復するオルタナティブな社

会構想を準備した。 

産業文明の「過剰発展（overdevelopment）」を批判する理論的潮流は、エコロジズム、

オルタナティブ・テクノロジー、有機農業、オルタナティブ消費、コミュニティー・ディ

ヴェロップメントなど、世界各地の市民社会の実践と共振しながら、ローカリゼーション

の潮流を形成していくことになる。世界の経済・開発政策の主流が市場原理万能主義を標

榜する新自由主義イデオロギーへと傾く中、ローカリゼーションの潮流は、市場経済のグ

ローバリゼーションに異議申し立てする対抗言説の構築を地球規模での市民連帯を通して

 
1 邦題は、『歴史の都市 明日の都市』（生田勉訳、新潮社、1969年）。 
2 同上書、433頁。 



試みてきた。例えば、ローカリゼーションのための国際連合（International Alliance for 

Localization）、もうひとつの経済サミット（TOES）、ポスト開発国際ネットワーク

（ROCADe）、社会的・連帯的経済促進のための大陸間ネットワーク（RIPESS）、世界社

会フォーラム（World Social Forum）、幸せの経済学国際会議はその代表的な事例である。 

 

2. 経済成長パラダイムの克服を目指して 

 ローカリゼーションの潮流は多岐にわたり、一つの中心点に収束されるものでもなけれ

ば、何らかの統一的な全体として固定化されるものでもない。多様な実践と理論が世界同

時多発的に発生し、インターネットや国際的なフォーラムを通じてノウハウを交換・共有

化しながら常に生成変化を遂げている。ローカリゼーションの多様な社会的実験は、それ

ぞれの地域の文脈に立脚しながら市場経済のグローバル化の正統性を否認し、脱中心的な

草の根のネットワークを地球規模に広げている。それは規模と数からみればまだ少数派で

はあるが、地球環境破壊や度重なる経済・金融危機によって人類の生存基盤が脅かされて

いる現代において、革新的な地域づくりのモデルを提供することに貢献している。 

注目すべきは、これらローカリゼーションの多様な実践の中から、近年、経済成長パラ

ダイムの克服を目指す社会構想が出現している点である。以下ではいくつかの思想潮流を

紹介しよう。 

 

（１） 脱成長 

 第一の潮流は、脱成長（décroissance）である。脱成長とは、2000 年代に入りフランス

の思想家セルジュ・ラトゥーシュを中心に提唱されたスローガンである。先述したイリイ

チ、ゴルツ、カストリアディスなどの産業社会批判の思想潮流を継承しながら、ラトゥー

シュは、ヨーロッパ各地で展開する地域自立のためのアソシエーション運動（協同組合、

連帯経済、補完通貨、有機農業など）を、脱消費主義的なエコロジー社会の構築へと有機

的に節合していくことを提案する。脱成長派は、経済が人間生活の目的ではなく、単なる

手段として位置づけなおされる社会を構想する。そのために、際限のない経済成長を盲目

的に追求することをやめて、社会正義と環境正義の実現を優先させるような社会へとパラ

ダイム・シフトすることを提案する。 

 脱成長の展望は、思想レベルでは、豊かさや幸福の問い直しとして現れる。産業革命期

に出現した功利主義によって、人間の幸福は個人の快楽と所得へと還元された。ラトゥー

シュはこの功利主義の幸福観を非難し、関係性を重視する多元的かつ複合的なものとして

幸福を捉えなおす。「幸福は多元的で複合的なものです。それは所有よりも、人間としての

在り方に関わります。［……］良い生き方とは、快楽を人間関係の網の目に埋め込むことを

意味します。感情、共感、友情、そして愛は、生きる歓び（jouissances）を生み出します3」。 

 
3 Serge Latouche, La planète des naufragés : essai sur l’après-développement, Paris, La 

Découverte, 1991, p. 232. 



 この関係性中心の幸福を実現する思想として、ラトゥーシュは、近代以前の様々な生活

文化において受容されていた中庸と共通善の思想に立ち返ることを提案する4。そして、こ

れら古（いにしえ）の知恵が推奨する自制の倫理こそが、地球規模での生態系破壊と貧富

の格差が広がる 21 世紀において、公正な世界を創るための条件であると主張する。「社会

的・環境的な公平性、すなわち正義に関する最低限の配慮は、この世界に人類が生存し続

けるための条件であり、現在の状況からいえば、緊急の課題となりました。行き過ぎた現

行の生産・消費様式と決別し、自制の倫理を実践することは、現行の社会システムの自滅

を避けるためにも必要なのです5」。 

 脱成長のこのような展望は、実践レベルでは、南ヨーロッパの様々な地域づくりと共振

する。『〈脱成長〉は、世界を変えられるか？』（2013年）では、脱成長の実践が、地中海ヨ

ーロッパの思想文化との関連性のなかで議論されている6。例えばイタリアでは、アリスト

テレスの共通善思想の系譜を引く市民的経済（economia civile）や、ファスト・フードに

よる食文化の均質化に抵抗するスロー・フード運動などが存在する。これらの思想や実践

は、自由主義経済思想の根底にある原子論的個人主義や社会契約論とは一線を画し、コミ

ュニティにおける相互扶助や自然と人間の間の生命循環など、人間の生活の基礎にある

様々な互酬性の維持を重視している。このことからわかるように、脱成長パラダイムに基

づく地域づくりは、経済成長パラダイムの下で否定されてきた互酬性の領域を再評価し、

関係性の豊かな地域社会をつくることで、消費社会の隘路から抜け出すことを含意するの

だ。 

 

（２） コモンズ主義 

 第二の潮流は、近年イタリアで議論が進められているコモンズ主義（benicomunismo）

である。21 世紀に入り世界中でコモンズ研究の刷新が行われているが、なかんずくイタリ

アでは、民衆の共有財産および自治空間としてのコモンズ＝〈共〉の領域を再生する革新

的な取り組みと思想運動が進んでいる。イタリアでは、官僚的で非効率的な自治体行政を

合理化する目的で、1990 年代後半から水道事業などの公共サービスの民営化が政府主導で

始まった。しかし実態は、行政サービスの効率化よりも、大企業を裨益する政治が進み、

民衆の生活の質はかえって悪化した。 

このような社会背景を受けて、2000 年代のイタリアでは、新自由主義的な民営化に反対

してコモンズの再生を構想する様々な社会運動が全国的に展開し始める。これらの運動は、

イタリア憲法に規定された諸権利と共通善の理想を根拠としながら、基本的人権の一部と

して「コモンズの権利」の制度化を主張し、いくつかの自治体で革新的な地域づくりの実

 
4 Ibid. 
5 Serge Latouche, L’âge des limites, Paris, Mille et une nuits, 2012, p. 144. 
6 セルジュ・ラトゥーシュ著『〈脱成長〉は、世界を変えられるか？』、中野佳裕訳、作品社、

2013年、とくに第 3章、第 8章。 



践を生み出している7。 

例えばローマでは、2011年 6月の住民投票を通じて、市内最古の劇場テアトロ・ヴァー

レ（Teatro Valle）の民営化が中止された。「コモンズとしてのテアトロ・ヴァーレ財団

（Fondazione Teatro Valle Bene Comune）」が設立され、ロッシーニやプッチーニの上演

で名高いこの劇場をローマ市民のコモンズとして法的に認知し、市民とローマ市の連携の

下で共同経営・管理が行われるようになった。 

またナポリ市では、全国的に拡大した水道事業の再公有化を求める市民運動を背景に、

2011年 6月に住民投票が実施され、水道事業の再公有化が決定した。市内全域の水道事業

が民間企業から買い戻され、市の特別事業体「ナポリのコモンズとしての水（Acqua Bene 

Comune Napoli：ABC Napoli）」が新たに設立された。ABC Napoliは市民参加型の事業体

で、市の職員、水道業者、水道サービスの利用者、環境団体の各代表者が経営管理に参加

している8。 

トリノ大学市民法教授のウゴ・マッテイは、イタリアにおけるコモンズ再生へ向けた一

連の動きを省察しながら、「コモンズ主義」を提唱している9。マッテイによると、これらコ

モンズ再生の取り組みは、二つの点で革新的である。第一に、市場原理にしたがう民営化

と官僚主義的な公有化の両方に反対し、市民と自治体との共同管理という新しいローカ

ル・ガバナンスのモデルを創出している点である。これは、「公」（公共部門）を「私」（市

場経済）にしたがわせる新自由主義的パブリック・マネジメントの論理とは大きく異なる、

「公」と「共」（市民社会）の連携によるパブリック・マネジメントとして理解される。第

二に、1970 年代のコモンズ研究のようにコモンズを慣習的法としてとらえる見方を退け、

実定法を通じたコモンズの制度化を試みている点である。コモンズは新しい基本的人権と

して社会に認知されるのである。 

 

（３） ブエン・ビビール 

 第三の潮流は、ラテンアメリカのブエン・ビビール（Buen Vivir）である。米国の政治

権力の影響下にある世界銀行・ＩＭＦの開発政策に翻弄されるラテンアメリカでは、2000

年代に入り、先住民族運動、エコロジー運動、フェミニズム運動、連帯経済などの多様な

運動が新自由主義政策に抵抗する対抗運動を展開している。これらの運動の中から出てき

た新しい社会発展目標がブエン・ビビールである。ブエン・ビビールとは、アンデス地域

の先住民族の生活の知恵を反映させた考え方で、自然と調和しながら共同的な生活を送る

 
7 Ugo Mattei, Il benicomunismo e i suoi nemici, Torino, Einaudi Editore, 2015. 
8 ナポリにおける水の再公有化の事例については、拙著「〈南型知〉としての地域主義 コ

モンズ論と共通感覚論の出会う場所で」（中野佳裕編・訳、ジャン＝ルイ・ラヴィル、ホセ・

ルイス・コラッジオ編、『21世紀の豊かさ 経済を変え、真の民主主義を創るために』、コ

モンズ、2016年、第 12章）でより詳細に取り扱っている。 
9 Mattei, 2015, op.cit.この段落の議論は、特に第 3章「コモンズ主義と政治的変革

（benicommunismo e trasformazione politica）」を参照した。 



ことを意味する。エクアドルやボリビアでは、先住民族の支持を受けて誕生した左派政権

の下で、この考え方が憲法に取り入れられ、それぞれの国の社会目標として掲げられるに

いたっている。 

 コロンビアの人類学者アルトゥロ・エスコバルが指摘するように、ブエン・ビビールと

いう思想の根底には、西欧近代の世界観を規定する二元論的存在論（自然と文化、個人と

共同体の分離など）を克服する関係性中心の存在論がある10。個人を共同体の関係性のなか

へ、人間を自然の生命循環のなかへ埋め込みなおすことで、ブエン・ビビールは、西欧近

代が生み出した自由主義・資本主義・開発主義とは異なる原理をもつ、共同的で連帯的な

経済の構築に寄与するのである。今日のラテンアメリカでは、ヨーロッパ植民地主義と資

本主義による支配の歴史から抜け出す新しい豊かさのパラダイムとして、ブエン・ビビー

ルに関する議論が知識人や社会運動の間で積極的に進められている。 

 

3. 克服すべき課題──知のモノカルチャーを超える── 

 以上で概観したように、経済成長パラダイムの克服を目指すローカリゼーションの潮流

は、世界各地で多様な実践と理論を生み出している。しかし、物の豊かさよりも関係性の

豊かさに軸を置く 21世紀型の地域社会を構想するためには、克服すべき課題があることも

忘れてはならない。それは、近代世界システムのなかで生きる現代人の精神構造を支える

「知のモノカルチャー」を脱構築することである。 

 ポルトガルの法社会学者ボアベンチュラ・デ・ソウサ・サントスが的確に指摘するよう

に、現代世界は西欧近代の知の体系の影響を強く受けている11。この覇権的な知の構造の下

では、近代化・経済成長・生産力主義・グローバリゼーションの普遍性が主張され、価値

判断の規準となっている。そのため、ローカルな社会的実験はその規模の小ささや生産性

の低さから「とるに足らないもの」として過小評価され、近代知とは異なる生活文化や知

恵は「近代化に乗り遅れたもの」として差別される傾向がある。 

  この単一的思考の支配を打破し、ローカルな社会的実験の潜在的可能性と地域固有の知

の形態を積極的に評価する新しい社会科学研究と公共政策が必要である。〈共〉の領域の再

創造を持続可能なプロジェクトへと定着していくためには、「知のモノカルチャー」から抜

け出して、世界各地の知の多様性とその相互依存性を承認する「知のエコロジー」へと移

行することが不可欠である。21 世紀の豊かさの構想は、経済的・政治的なプロジェクトに

終始するものではない。それは、近代世界システムのコスモロジカルな転換を目指す認識

論的プロジェクトでもある。それゆえに、筆者が別のところで述べているように、〈共〉の

領域の再生を目指す経済学と政治学は、わたしたちの物に対する感性の体制の変革を目指

 
10 アルトゥロ・エスコバル「開発批判から〈もうひとつの経済〉へ」、中野佳裕編・訳、ジ

ャン＝ルイ・ラヴィル、ホセ・ルイス・コラッジオ編、『21世紀の豊かさ 経済を変え、真

の民主主義を創るために』、コモンズ、2016年、第 1章所収。 
11 Boaventura de Sousa Santos, L’Epistémologie du Sud : Mouvements citoyens et 
polémique sur la science, Paris, Desclée de Brouwer, 2016, pp. 252-257. 



す〈共〉の美学を必要とするのである12。世界各地で取り組まれているローカルな社会的実

験は、文明の移行という大きな流れの中で自らのプロジェクトを位置づけ、相互に経験を

交換し合い、多元世界（pluriverso）という名の交響曲を奏でる時代へと突入しているので

ある。マンフォードが素描した都市文明の構造転換も、このような視座から新たに探究し

ていく必要があるだろう。 

 
12 中野佳裕、2016年、前掲書。 


